
令和２年度の献血の受入れに関する計画 

 

本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和 31 年法律第 160

号）第 11 条及び同法施行規則第４条に基づき、各都道府県と協議し、日本赤十字社に

おける当該年度に献血により受け入れる血液の目標量、その目標量を確保するために必

要な措置に関する事項及びその他献血の受入れに関する重要事項を定めるものである。 

 

第１ 令和２年度に献血により受け入れる血液の目標量 

令和２年度に献血により受け入れる血液の目標量は、別紙１の輸血用血液製剤

及び原料血漿の必要量を確保するために、別紙２のとおり全血献血で 133万リッ

トル、血漿成分献血で 58 万リットル、血小板成分献血で 30 万リットルの合計

221万リットルとする。 

 

第２ 第１の目標量を確保するために必要な措置に関する事項 

１ 献血受入体制 

血液の目標量の確保に当たっては、全国を７ブロックに分けた広域的な需給管

理体制を活かし、国、地方公共団体等と連携し、効率的な献血の受入れを進める。

医療需要に応じた採血を行うとともに、特に 400ミリリットル全血献血及び成分

献血を中心に、年間を通じ安定的に献血の受入れを行う。 

献血の受入れに当たっては、献血者の安全に配慮するとともに、献血者に心の

充足感をもたらし、継続して献血に協力できる環境の整備を行う。献血受入施設

等の配置については、別紙３のとおり。 

 

２ 献血受入のための施策 

（１）普及啓発活動の実施 

    各都道府県血液センターにおける主な取組は、別紙４のとおり。 

   ア 国民全般を対象とした普及啓発 

   （ア）全国的なキャンペーン等の実施 

     ①国及び都道府県と連携し、７月に「愛の血液助け合い運動」を、１月及び

２月に「はたちの献血」キャンペーンを実施する。また、「愛の血液助け合

い運動」の主たる行事として、北海道において献血運動推進全国大会を開催

し、献血運動の推進に積極的に協力して模範となる実績を示した団体又は個

人を表彰する。 

     ②テレビ、SNSを含むインターネット等のデジタル広報媒体及びポスター等

の紙広報媒体を効果的に活用し、献血や血液製剤に関する理解と協力を呼び

かける。その際、ポスター等の紙広報媒体については、デジタル広報媒体の



情報にアクセスしやすい工夫をする。 

     ③都道府県、市町村、製造販売業者等の協力を得て、血漿分画製剤が様々な

疾病の治療薬として広く使われており需要が急激に増加していること、血液

の成分である血漿を原料として作られていることを分かりやすく丁寧に周

知し、血漿分画製剤の安定供給に必要な原料血漿量を確保出来るよう成分献

血への協力を呼びかける。 

（イ）企業等への献血推進対策 

献血に協賛する企業や団体を募り、社会貢献活動の一つとして、企業等

における献血の推進を促す。 

また、企業等に対して、社員研修や社内広報等の機会を利用して「献血

セミナー」や献血に関する情報提供等を実施し、正確で理解しやすい情報

の伝達を図るとともに、特に若年層の労働者の献血促進について協力を求

める。 

（ウ）複数回献血の推進 

献血者から継続的な献血への協力を得られるよう、都道府県及び市町村

の協力を得て、複数回献血について、安定的な血液の確保に資するだけで

なく、血液製剤の安全性確保の観点からも重要であることなどを広く国民

に周知する。 

また、平素から献血者に対して、献血 Web会員サービス「ラブラッド」

への登録を促進し、同サービスを活用した複数回献血の呼びかけや献血予

約の推進を積極的に行う。特に若年層に対しては、「イ 若年層を対象と

した普及啓発」等に定める取組を通じて、複数回献血の推進を図る。 

なお、血小板や需要が増大している原料血漿を安定的に確保出来るよう、

成分献血については、同一献血者に年間複数回の献血への協力を依頼する。 

イ 若年層を対象とした普及啓発 

（ア）普及啓発資材の作成及び活用 

献血や血液製剤に関する理解を促すため、小・中学生を対象とした献血

推進パンフレット、広報用ポスター等を製作し、積極的に活用する。 

（イ）効果的な広報手段等を活用した取組 

若年層の多くが利用している SNS を含むインターネット等を主体とし

た情報発信により、目に触れる機会を増やすとともに、内容についても若

年層の嗜好を考慮した効果的な広報を行う。また、実際に献血してもらえ

るよう、学生献血推進ボランティア等と連携し、同世代からの働きかけを

促進する。 

（ウ）献血セミナーの実施など学校等への献血の普及啓発 

①小学生、中学生を対象とした対策 



献血や血液製剤について分かりやすく説明するため、都道府県、市町村

及びボランティア組織等の協力を得ながら、献血セミナーや血液センター

等での体験学習を積極的に実施し、将来の献血協力に向けた啓発を図る。 

②高校生を対象とした対策 

献血や血液製剤について分かりやすく説明するため、都道府県、市町村

及びボランティア組織等の協力を得ながら、献血セミナーを積極的に実施

するほか、地域事情を考慮しつつ、献血に協力できる学校を募り、献血の

推進を促す。 

③大学生を対象とした対策 

献血推進運動を行っている学生献血推進ボランティア組織等と更なる

連携を図り、全国学生クリスマス献血キャンペーン（12月）や献血セミナ

ーを通じて献血や血液製剤に関する理解を促進する。 

特に将来の医療の担い手となる医療・薬学系の学生等に対して、多くの

国民の献血によって医療が支えられている事実や血液製剤の適正使用の

重要性への理解を深めてもらうための取組を行う。 

ウ 幼少期の子供とその親を対象とした普及啓発 

次世代の献血者を育てていくため、親から子へ献血や血液製剤について伝

えることが重要である。このため、親子で一緒に献血に触れ合えるよう、献

血会場及び血液センター等を活用した啓発を行う。 

（２）採血所の環境整備等 

   ア 献血者が安心して献血できる環境の整備 

献血の受入れに際しては献血申込者に丁寧な対応を心掛け、不快の念を与

えることのないよう、職員の教育訓練の充実強化を図るとともに、献血者の

意見・要望を把握し、休憩スペースの十分な確保等を行う。また、献血者の

個人情報保護や献血者健康被害救済制度についても適正に運用し、献血者が

安心して献血できる環境を整備する。 

初めて献血をする方の、献血に対する不安等を払拭することはもとより、

献血の都度、献血の手順や献血後に十分な休憩をとる必要性、気分が悪くな

った場合の対処方法等について、映像やリーフレット等を活用した事前説明

を十分に行い、献血者の安全を確保する。 

献血ができなかった方に対しては、その理由を分かりやすく丁寧に説明す

るとともに、その後の献血推進への協力に繋がるよう配慮する。 

また、地域の特性に合わせて、献血者に安心、やすらぎを与える採血所の

環境を整備し、より一層のイメージアップを図る。 

   イ 献血者の利便性の向上 

   （ア）常設献血受入施設における対応 



献血者の利便性を考慮しつつ、安全で安心かつ効率的な採血を行うため、

立地条件等を考慮した採血所の設置、子育て世代に対応した託児スペース

整備、地域性を考慮した献血受入時間帯の設定に取り組む。 

（イ）移動採血車における対応 

地域の実情に応じ、移動採血車による計画的な採血や、企業・団体等の

意向を踏まえた集団献血の実施による献血機会を提供する。 

   （ウ）献血予約の推進等 

ラブラッドを活用した WEB予約を積極的に推進し、待ち時間の解消を図

るなど、献血者の利便性を向上させる。 

また、他業種の先進事例を参考に、より効果的な情報発信の在り方等を

検討し、運用の改善を図る。 

 

第３ その他献血の受入れに関する重要事項 

 １ 献血の受入れに際し、考慮すべき事項 

（１）健康管理サービスの実施 

献血者の健康管理に資するため、希望者に対し生化学検査成績、血球計数検

査成績を通知する。 

また、ヘモグロビン濃度の低値により献血にご協力いただけなかった方に対

して、栄養士等による健康相談を実施する。 

（２）血液製剤の安全性を向上させるための対策 

国及び都道府県と連携し、献血者の本人確認及び問診を徹底するとともに、

HIV等の感染症の検査を目的とした献血防止のため「安全で責任のある献血」

の普及を図る。 

（３）まれな血液型の血液の確保 

まれな血液型の献血者には、医療機関からの突発的な要請に対応できるよう、

本人の意向を踏まえて予め登録を依頼し、必要時に献血を依頼する。 

（４）献血者の意思を尊重した採血の実施 

初回献血者や献血に不安がある方に対しては、採血基準を満たしていれば、

いずれの採血区分（200 ミリリットル全血献血、400 ミリリットル全血献血又

は成分献血）における献血協力も安全であることについて十分な説明を行い、

献血者の意思を可能な限り尊重したうえで、採血区分を決定する。なお、献血

者に対し、医療需要に応じた採血区分の採血への協力を求めることもある。 

 

２ 輸血用血液製剤の在庫管理と不足時の的確な対応 

輸血用血液製剤（特に採血後の有効期間が短い血小板製剤及び赤血球製剤）に

ついては、在庫予測に基づき、必要血液量の確保対策を講じて安定供給に努める



とともに、国及び都道府県にも在庫情報を提供する。万一の在庫不足時又は不足

が予測される場合には対応手順に基づき、関係機関と連携した必要血液量の確保

対策を実施する。 

 

３ 災害時等における危機管理 

災害等が発生した際は、国、都道府県及び市町村と連携して、医療需要に応じ

た血液量を確保出来るよう、様々な広報手段を用いて献血への協力を呼びかける。

その際、被災地域においては、被害状況等の情報収集を行ったうえで、献血の受

入れの可否について慎重に判断するなど、献血者の安全に十分に配慮する。 

また、予め災害時等に備えて、国、都道府県、市町村等の関係者との衛星電話

等の複数の通信手段の確保や、平時は関東甲信越ブロックにて行っている需給調

整業務を首都直下地震に備え他の施設でも確実に行うための体制の整備を含む

事業継続計画を定め、献血の受入れが確実に行えるよう取り組む。 

 

４ 効率的な原料血漿の確保 

原料血漿の必要量が増加傾向にあることを踏まえ、成分献血において、採血基

準の範囲内で献血者の循環血液量に応じた血漿量を採血する。 

また、日本赤十字社は、唯一の採血事業者であるとともに、輸血用血液製剤の

製造業者でもある。このため、輸血用血液製剤の製造工程において効率的な手法

を導入することにより、原料血漿を確保する。 

 

５ 献血受入施策の分析と評価 

献血の受入状況について、国、都道府県及び市町村へ情報を提供する。また、

国の協力を得て、献血者や献血未経験者へのアンケート等を継続的に実施し、そ

れらの意見等を踏まえ、効果的な普及啓発や献血者の利便性の向上に資する取組

を実施する。また、献血の受入に関する実績、体制等の分析と評価を行い、次年

度の献血受入に係る各種施策の検討に活用する。 


